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事 業 報 告 用

令和 4年度 事 業 報 告 書

:出:塑l壁塾』二:塾:型亜:墜立旦型 1主:墨
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1 事業の成果

。国内では、昨年に引き続き 「JSIEマ ラソン教室」、「熟年ランニングスクール」や 「北海道

マラソン教室」への講師派遣を継続実施 したが、新型コロナウイルス感染拡大の影響で参加者は

大幅に減少 したままだった。

・海外では、継続事業としての 「メルボルンマラソン日本事務局」を運営し、三年ぶ りに日本から

の参加者のサポー トをすることができた。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用【 2,684  】千円)

定款
さ
事

に記載
れた
業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千 円)

講習会、セ ミ
ナー、各種ス
ポーツ教室の
企画・運営 と
その開催に関
する事業

「JSIEエ コノ ミカル
ランニング教室」を 24回
開催 した。

令和 3年

4月 ～令

和 4年 3

月

皇居周回

コ ーース
2人

教室参加

者

延 べ 80
人

582
「執年ランニングスクー
ル」

｀
遊 60回開催した。

令和 3年

4月 ～令

和 4年 3

月

皇居周回

コ ー ス
2人

スクール

参加者

延べ 250
人

実嘉昏型夕
選手講演会」を

令和 4年

10月  22

日

群馬大学

荒牧キャン

ハ
°
ス

5人
講演会参

加者
40人

講師、指導者
の派遣に関す
る事業

「北海道マラソン教室」に
講師を派遣した。

令和 4年

8月 27日

札幌 市、

EXPO  I特

設 ステー

ジ、道新

プラザ

2人
教室参加

者
100人 154

海外の国や州
のみな らず、
各地域のスポ
ーツクラブ と
の交流の支援
事業

メルボル ンマ ラソン 日本
事務局 として、参加車 と現
地 ランナー との交流イベ
ン トを実施 した。

令和 4年

9月 30日

～ 10月 2

日

オース ト

ラリア、

メルボル

ン

2人

メルボル

ンマラソ

ン参加者

27人 946



海外派遣のた
めの企画・運
営事業

メルボルンマラソン日本
参加者の事務局

募集を
を運営し
行った。

令和 4年

4月 ～令

和 4年 8

月

メルボル

ンマラソ

ン 日本事

務局

2人

メルボル

ンマラソ

ン参加者

27人 620

国内の各種ス
ポーツクラブ
や組織間での
スポーツ交流
の支援事業

「大船渡アスリー ト応援
団」活動の一環としての
「球場へ行こうプロジェ
クト」を支援した。

令和 4年

4月 ～ 9

月

ZOZO  マ

リンスタ

ジアム

1人
活動参加

車

延 べ 96
人

382

海外、特に地
域 規 模 の 大
△  klノ __―

ング、視察な
どのスポーツ
交流のための
情報収集 と伝
達事業

実施 しなかった。 0

海外か らのス
ポーツ関係者
の招聘、そ し
て交流の支援
事業

実施 しなかった。 0

調査 。研究に
関する事業

実施 しなかった。 0

自治体、企業
へ の ス ポ ー
ツ、健康に関
す るコンサル
ティング事業

実施 しなかった。 0

(2)そ の他の事業 (事業費の総費用 【 0  1千円)

載記
た
名

に
れ
業

款
さ
事

定
事業内容 日時 場所

従事者
人数

事業費
(千 円)

スポーーツツー

リズムに関す

る事業

実施 しなかった。



スポーツに関

す る用品 。用

具の開発 と販

売に関す る事

業

実施 しなかった。
∩

）



書式第 13号 (法第 28条関係 )

令和 4年度

事 業 報 告 用

活動計算書 (そ の他事業が生登場合)

特定非' 利活動法人日本市民スポーツ海外交流協会

(1)講習会、セ ミナー、各種スポーツ教室の企画・運営とその開催に関す
(2)講師、指導者の派遣に関する事業
(3)国内の各種スポーツクラブや組織間でのスポーツ交流の支援事業
(4)海外の国や州のみならず、各地域のスポーツクラブとの交流の支援事業
(5)海外派遣のための企画・運営事業

受取補助金 1,000,000

受取利息 29

正会員受取会費
賛助会員受取会費

受取寄附金
施設等受入評価益

567,0001

154,8601

384,000‐

108,384
426,374

90,000
0

1

給料手当
役員報酬
退職給付費用
福利厚生費

消耗品費
会議費
旅費交通費
販売経費
広告宣伝費
通信費
業務委託費
諸謝金
保険料
支払手数料
雑費

役員報酬
給料手当
退職給付費用

31,603
3,160

171,964
0

43,502
209

消耗品費
会議費
旅費交通費
印紙代
通信費
支払手数料

当 増 額 A B

01

2,7981過年度損益修正益

2,79

災害損失
特別損失 (回収不可能年会費)

当 外 i 減

4.494期 味

206.000
3.140.168

T 財 )― ( 2.938.

2,4′ 8,511

1 Z.4′ 8.



書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和 4年度 貸借対照表

事 業 報 告 用

ス ―ツ海外交流協会特定非 活 法人日

単位 :円

貧 産 の 部

現金預金

未収金
3,138,472

22,940

定資産
1

車両運搬具
什器備品

2
ソフ トウェア

借地権

(3)投資その他の資産
敷金
長期貸付金

一〇

[産合計  ・・・②

【A】 資 産 合 計 ①+② 3,161,412

】 負 債 の 部

:動負債

未払金
前受金
特別損失

156,750
66,000

0

222,750

l負債合計  ・・・③ 222.750

定負債

長期借入金
退職給付引当金

負債合計  ・・・④

2

222,750

:正 3,140,168
|

-201 506

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】
|

3,161,412



16 28

令和 4年度 計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人日本市民スポーツ海外交流協会

NPO法人会計基準協議会
重要な会計方針

計算書類の作成は、NPO法人会計基準 (2010年 7月 20日  2017年 12月 12日 最終改正
によっています。
(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法

該当なし。
(2)固定資産の減価償却の方法

該当なし。
(3)引 当金の計上基準

該当なし。
(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理

該当なし。
(5)消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は。税込方式によつています。

2.事 業別損益の状況

科 目

講習会、セ

ミナー、各
種スポーツ

教室の企画
運営 とその

開催に関す
る事業

講師、指導
者の派遣に
関する事業

国内の各種
スポーツク

ラブや組織
間でのス

ポーツ交流
の支援事業

海外の国や
州のみなら
ず、各地域
のスポーツ
クラブとの

交流の支援
事業

海外派遣の
ための企

画・運営事
業

事業部門計 管理部門 合計

522,750
567,000 154,860 384,000

477,250
108,384 426,374

0

0

1,000,000
1,640,618

0

90,000 90,000
0

1,000,000
1,640,618

29

1,089,750 154,860 384,000 585,634 426,374 2,640,618 90,029 2,730,647

2,960
162,396

715,310

3,399

10,549

51、 735

3,949

151,778

8,124
242,475

7,940

2,960
162,396

858,157
0

151,778
0

11,523

594,475
584,334
21,315
7,940

31,900
51,735

31,603

3,160

171,964

43,502

209

34,563

165,556

1,030,121

0

151,778
0

55,025

594,475

584,334
21,315
8,149

31,900
51.735

523,785
21,315

31,900

5,000 133,898

20,000

250.438 2,728,951582,000 153,898 382,000 946,349 414,266 2,478,513
2.478.513 250,438 2,728.951582,000 153,898 382,000 946,349 414,266

507,750 962 2,000 -360,715 12,108 162,105 -160,409 1,696

I 経常収益
1.受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.その他収益

経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費

給料手当

役員報酬
退職給付費用
福利厚生費
人件費計

(2)そ の他経費
消耗品費
会議費
旅費交通費
販売経費
広告宣伝費
印紙代
通信費
業務委託費
諸謝金
保険料
支払手数料
雑費
寄付金
その他経費計

経常費用計

当期経常増減額



内容 金 額 算定方法

4

3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳

使途等が制約 された寄附金等の内訳
使途等が制約 された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通 りです。
当法人の正味財産は   円ですが、その うち   円は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約 されていない正味財産は   円です。

5.固 定資産の増減内訳

6.借 入金の増減内訳

役員及びその近親者との取引の内容
役員及びその近親者との取引は以下の通 りです。

8.そ
の他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必要な事項

７
・

内容 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 備考

合計

科 目 取 得 減 少 減価償却累計額 期末帳簿価額

有形固定資産
車両運搬具
什器備品

無形固定資産
投資その他の資産

敷金
合計

科 目 期首残高 当期借 入 当期返済 期末残 高

合 計

科 目

計算書類に

計上された
金額

内、役員 と
の取引

内、近親者
及び支配法
人との取引

(活動計算書)

活動計算書計

(貸借対照表)

貸借対照表計

特になし。



書式第 17号 (法第 28条関係 )

令和 4年度 財産目録

事 業 報 告 用

人日本市民スポーツ海外交流協会特定非

単位 :円

現金預金
手元現金

ゆうちょ銀行普通預金
三菱UFJ銀 行神保町支店普通預金
三菱UFJ銀 行中野駅前支店普通預金

未収金
令和3年度年会費 (1名 )

令和4年度年会費 (3名 )

JSIEエコバーランニング教室傷害保険料返金

3,138,472

940

2
1

0

0

0

0

ランニンク

ソ

26,646
264,137

2,608,898
238,791

5,000
15,000
2,352

588

車両運搬具

事業用車両

什器備 品
ハ ソコン

ソフ トウェア
オペ レーションシステム

3,161,412【A】 資 産 合 計 ①十②

未払金

JSIE珀 バーランニング教室講師料、スタッフ料
熟年ランエンク

｀`
スクール講師料、スタッフオ斗

前受金

熟年ランニングスクール参加費
2023C P E C寄 附金

156,750

66,000

ル ン マ

長期借入金

ル ン

2

0

38,0521

118,6981

【B-1】 負 債 合 計 ③十④ 222,750

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 2,938,662

一

―

―

＝

―

―

_________ 
匡

__到

資 産 合 計  ・ ・・ ②



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和 4年度 年間役員名簿 (前事業年産において■員であつたことがある全員の氏名及び住籠又は層所並
びにこれらの者についての11■彙年産における颯日の有無を■●した名暉)

壺握」L讐型量!壁産△」ユ杢壺塁型」
==2五

笙堕Ц産≧

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れて ください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )

□各役員について、親族の規定に違反 していません。 (法第 21条関係 )

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間
(該 当者のみに記入)

氏   名

1 事

ヤマニシ  テツロウ 令和

令和

4年 4月  1日

3月 31日5年

年  月  日

年  月  日山西 哲郎

2

ウサミ  アキオ 令和 4年 4月  1日

3月 31日令 和 5年

年   月 日

日年 月宇佐美 彰朗

3 監 事理 事

マエカワ  ヨウイチ 令和

令和

4年 4月  1日

3月 31日5年

年  月  日

年  月  日前河 洋一

4 監 事

ホバラ  サチオ 令和 4年 4月  1日

3月 31日令和 5年

年   月 日

日年 月保原 幸夫

5

ノ
´~｀

ヽ

短里多メ監事
スス

゛
キ  ヨシオ 令和

令和

4年 4月  1日

3月 31日5年

年  月  日

年  月  日鈴木 良雄

6 監 事

イワヤマ  カイト 令和

令和

4年 4月  1日

3月 31日5年

年  月  日

年 月 日岩山 海渡

7 監事

モリカワ  サタ
゛
オ

令和 4年 4月  1日

3月 31日令和 5年

年  月  日

年 月 日

森川 貞夫

前河 洋一

8
/″

~｀
ヽ

使堅多ノ監事
ヒカ

゛
  マサキ 令和

令和

4年 4月  1日

3月 31日5年

年  月  日

年  月  日比嘉 正樹

9

クロタ
゛
  シン 令和

令和

4年 4月  1日

3月 31日5年

年  月  日

年  月  日黒田 伸

/´
｀

ヽ

電三ノ監事

⌒

Ql:認ノ監事



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

役 名
どちらかに○

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間

報酬 を受 けた期 間

(該 当者のみに記入)
氏   名

10
/´

~｀
ヽ

墨ヽ壼り監事
コハ

゛
ヤシ  ヒトシ 令和

令和

4年 4月  1日

3月 31日5年

年  月  日

年  月  日小林 均

11 監 事理 事

イケカ
゛
ミ  タカノリ 令和 4年 4月  1日

3月 31日令和 5年

年 月

月

日

日年池上 孝則

12
ノ

´
｀

く塁重ノ監事
スカ

゛
フラ  ヨシヒロ 令和

令和

4年 4月  1日

3月 31日5年

年  月  日

年  月  日菅原 由大

13
ノ

´ ~｀
ヽ

理事 野ヽ ノ
シント

｀`
ウ  ミツル 令和

令和

4年 4月  1日

3月 31日5年

年 月

月

日

日年進藤 充

14
/″

~｀
ヽ

理事 塁ヽ妻ノ "Y'1 
afi 令和

令和

4年 4月  1日

3月 31日5年

年  月  日

年  月  日真島 由香



書式第 4号 (法第 10条 。第 28条関係 )

設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人_旦塾重二塁2笠豊
=_2[重

121塑i」盤主__

氏    名

1
山西 哲郎

2 宇佐美 彰朗

3 前河 洋一

4 保原 幸夫

5
鈴木 良雄

6 岩山 海渡

7 森川 貞夫

8
比嘉 正樹

9 黒田 伸

10
小林 均

11
池上 孝則

12 菅原 由大



書式第 4号 (法第 10条 。第 28条関係 )

設立・事業報告用

氏   名

13
進藤 充

14
真島 由香

15
國府 靖

16
石川 裕久

17
磯野 茂

18
山本 正彦


